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１．政策評価制度の概要

○「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第８６号）
に基づき、各府省等は政策評価を実施。

（総務省ＨＰより転載）

○政策評価とは、各府省が行う政策について、自らその政策の効果を
把握・分析し、評価を行うことにより、次の企画立案や実施に役立て
るとともに、その結果を政策に適切に反映させ、政策の見直しや改善
を加えること。

○政策評価制度の目的
・国民本位の効率的で質の高い行政の実現
・国民的視点に立った成果重視の行政への転換
・国民に対する行政の説明責任の徹底
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内 閣

内閣府

●内閣の重要政策に関する企画立案・
総合調整事務（内閣補助事務）
（内閣府設置法４条１項事務）

●内閣総理大臣が担当することが
ふさわしい事務（分担管理事務）
（内閣府設置法４条３項事務）

内閣官房

●総合戦略機能

復興庁

●復興施策に関する
企画立案・総合調整

●復興に関する行政事務

内閣・内閣総理大臣の
リーダーシップ発揮を補佐
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内閣府における政策評価の対象

（参考）行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号）（抜粋）
（定義）
第二条 この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。
一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四条第三項に規定する事務をつかさどる機関たる

内閣府（次号に掲げる機関を除く。）

２．内閣府における政策評価
（１）内閣府の任務及び政策評価の対象
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２．内閣府における政策評価
（２）内閣府における政策評価に関連する計画

内閣府本府政策評価基本計画（内閣総理大臣決定）

・内閣府では3年に1回策定
・平成29年3月末に第6次基本計画（平成29年度～平成31年度）
を策定

・有識者懇談会における議論を経て、毎年度当初策定。
（平成30年度実施計画は平成30年4月5日策定）

・同実施計画内にて、その年度の政策評価対象政策等を決定
・構成：本文、政策評価体系（別紙１）、事前分析表（別紙２）、

事後評価の様式（別紙３）、総合評価方式で政策評価を
実施する施策の一覧（別紙４）

内閣府本府政策評価実施計画（内閣総理大臣決定）
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２．内閣府における政策評価
（３）内閣府本府政策評価有識者懇談会

○目的 内閣府本府における政策評価の実施について、政策評価の質の向上
及び客観性確保の観点等から開催

○位置づけ 内閣府大臣官房審議官（官房担当）の私的懇談会

○懇談会メンバー（敬称略）
（座長） 山谷清志 同志社大学政策学部･大学院総合政策科学研究科教授

田辺国昭 東京大学大学院法学政治学研究科・公共政策大学院教授
田中弥生 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構研究開発部

特任教授
南島和久 新潟大学法学部教授

○開催回数 年２回程度
（基本的には、毎年度政策評価実施計画策定時と事後評価書作成時）

○議事要旨、議事録、会議資料を公表。会議は原則公開。
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２．内閣府における政策評価
（４）内閣府における政策評価の方式①事後評価

○内閣府では、実績評価方式が中心としつつ、平成26年度実施計画から総合
評価方式を導入。

○平成26年度実施計画から、単年度評価に加え、複数年度評価（評価時期の
重点化）を導入。

○平成27年度実施計画からは、モニタリング（実績値の測定）を活用して、目標
未達成時のみ政策評価を実施する評価方式を導入。

（参考）事後評価方式に関する記載ぶり
【内閣府本府政策評価基本計画（平成29年3月24日内閣総理大臣決定）（抜粋）】
７ 事後評価の実施に関する事項
事後評価は、政策の決定後において、政策効果を把握し、これを基礎として、政策の見直し・改

善や新たな政策の企画立案及びそれに基づく実施に反映させるための情報を提供する見地から
行うものとする。
（１）評価方式
総合評価方式、実績評価方式、事業評価方式やこれらの主要な要素を組み合わせた一貫した

仕組みなど、適切な方式を用いるものとする。
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（参考１）内閣府における政策評価方式について

（１）
単年度
評価

毎年度、測定指標を設定し、翌夏頃に政策評価を実施。

（２）

複数年度
評価

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
の
活
用

・単に毎年度評価を実施するのではなく、施策の節目にあわ
せて実施する評価方式であり、内閣府本府政策評価基本計
画（３年）内に少なくとも一度政策評価を実施。
・評価を行わない年度には、毎年度、実績の測定（モニタリン
グ）を行い、事前分析表にて公表。

（３）
目標
未達時
評価

・目標や実績値が安定的に推移する施策に導入。
・実績値に変化が生じた際（設定された測定指標が未達成の
場合）に、政策評価を実施。
・評価を行わない年度には、毎年度、実績の測定（モニタリン
グ）を行い、事前分析表にて公表。

１．実績評価方式

政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、政策の目的と手段の対応関係を明示
しつつ、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的・継続的に測定
するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組や最終的な実績等を総括し、目標の達
成度合いについて評価する方式 （政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決定）より抜粋）
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２．総合評価方式
政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより政策

の見直しや改善に資する見地から、特定のテーマについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況を様々な角
度から掘り下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析するなど総合的に評価する方
式（政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決定）より抜粋）



（参考２）政策評価方式の判断基準

政策の効果の発現状況の
評価の観点について

政策効果に関す
る目標への達成
度合いの観点か
ら評価することが

なじむ政策

目標への達成度合い
の観点からの評価よ
り、効果発現を様々な
角度から掘り下げる
方が適している政策

効果発現まで
の期間
（PDCAサイクル
を回す期間）

単年度
実績評価方式
（単年度評価）

総合評価方式
（注）

中長期
実績評価方式
（複数年度評価）

（注）総合評価方式をとる場合の詳細な基準については次頁参照。
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評価方式は実績評価方式を基本とするが、評価対象となる政策が以下の条件をとも
に満たす場合には、「政策所管課等」は、総合評価方式をとることができることとする。

（参考３）総合評価方式の基準（案）

１．評価対象政策の効果の発現状況について、あらかじめ設定した政策
効果に関する目標への達成度合いの観点から評価するよりも、様々な角
度から掘り下げて分析した方が、政策に係る問題点の把握、原因分析の
観点から適している場合

２．政策効果の発現に時間がかかる政策であり、政策の決定から一定期
間を経過した後に評価した方が適している場合

かつ

を満たした上で、以下のいずれかを満たすもの

３．個別の施策の評価に留まらず、評価対象を柔軟に設定した方が適し
ている場合（例：複数の施策を対象とした評価、施策及び事務事業の評
価、政策(狭義)、施策及び必要に応じて事務事業を対象とした評価など）

４．政策の決定から一定期間を経過した後に、制度の改正など政策の大
幅な見直しの検討を行うことを想定している場合（例：政策決定の根拠と
なる法、計画、大綱等に見直し規定がある場合など）
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２．内閣府における政策評価
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○行政機関は、国民生活若しくは社会経済に相当程度の影響を及ぼす政策また
は多額の費用を要することが見込まれる政策であり、かつ、評価の方法が開発
されているものとして、①研究開発、②公共事業③政府開発援助、④規制及び
⑤租税特別措置等に係る政策については、事前評価を実施することが義務付
けられているところ。内閣府では④規制、⑤租税特別措置等に係る政策につい
て、事前評価を実施。

（４）内閣府における政策評価の方式②事前評価

◎規制に関する政策
・規制の新設・改廃時の事前評価実施が義務
付け（平成19 年10 月～ ）
・規制の事前評価を実施した施策については事
後評価実施も義務付け（平成29年10月～）

＜規制の政策評価の主な実施内容＞
(1) 事前評価
①規制の目的、内容及び必要性の説明
②規制の費用、効果(便益)、間接的な影響の
把握

③政策評価の結果の提示 （費用と効果(便益)
の関係の分析・代替案との比較）

(2) 事後評価
事前評価時に想定した費用、効果(便益)との
比較、検証

◎租税特別措置等に関する政策

・法人３税（法人税、法人住民税及び法人事業税）
に係る租税特別措置等の新設・拡充・延長時の事
前評価及び定期的な事後評価の実施が義務付け
（平成22 年5月～ ）

＜租税特別措置等に係る政策評価の実施内容＞
①必要性（政策目的、達成目標、測定指標等)の
説明

②有効性（適用数・減収額の推計、効果の分析）
の説明

③相当性（手段の妥当性、他の手段との役割

分担）の説明


